
















































調査によると、1992（平成 4）年をピークに年々減少しているが、2011（平成 23）年では 1,712,539床である。
OECDデータで各国の人口 1,000人当たりの病床数でみると（2008（平成 16）年）、日本が 13.8床であるのに

















































　2009（平成 21）年における看護職員の離職者数は約 12万 5千人と推計されている（厚生労働省、医政局看
護課調べ）。病院に勤務する看護職員の離職率（年度の平均常勤職員数に占める当該年度退職者数の割合）は
11.2％（日本看護協会、看護職員需給調査）である。専門・技術的職業従事者の離職率は 12.7%、一般労働者











































































が出たが、強制力もなく守られず、そのため 1968（昭和 43）年、新潟県立病院でニッパチ闘争（夜勤月 8日
以内、2人以上の複数夜勤を要求する運動）が起き、全国に広まった。しかし、ほとんどの病院では夜勤回数
は減らず、複数夜勤も行えず看護職不足は解消されなかった（橋岡 1998;192）。
　３）駆け込み増床による看護婦不足ストライキ；1985（昭和 60）～ 1991（平成 3）
　医療費や高額な医療機器などの配置の視点より病床数が問題となり、1985（昭和 60）年、病床規制を柱と
する地域医療計画の策定を義務付けた医療法改正（第 1次改正）が公布された。その結果、病床数は 1984（昭














































の需要見通しは、平成 23年の約 140万 4000人から、平成 27年には約 150万 1000人に増加する見込みである




込みも 12万 3千人から 13万 7千人としているが、その算定は多いなどの意見もある（8）。
　養成力の強化として看護大学の増加とともに就業促進として都道府県ナースセンターが設置され、再就業、
訪問看護などの促進が図られている。ナースセンター実績報告によると、2011（平成 22）年度の求職数 


















修学校入学状況は、2007（平成 19）年と 2011（平成 22）年は、20歳以上が 4,761人から 6,481人に、大学・








































　認定看護師数は 19分野で 9,047人（2012年 8月現在）であり、認定者の多い分野は「皮膚・排泄ケア」「感
染管理」「緩和ケア」「がん化学療法看護」であり、これらは診療報酬上の評価もあり、需要も高いためと考え
られる。またすべて医療施設に所属しており、教育開始初期は 900床以上の大規模施設のみであったが、近年






















　2006年に日本とフィリピン経済連携協定（EPA;Japan-philippines  Economiic Partnership Agreement）が締結さ





























































































































































（９）病院就職後 1年以内の離職率は 11.9％である（2011年 6月 3日、日本看護協会「日本の医療を救え」資料より）
（10）日本看護協会広報部の News Release（2011年 7月 26日）による。
（11） 日本人看護師の雇用や労働条件の低下への懸念から、外国人看護師受け入れ条件（①日本の国家試験の受験・合格②安
全なケア提供できる日本語能力③日本人看護師と同等条件以上で雇用④看護師免許の相互承認は認めない）を提示する。
（12）「日医ＮＥＷ S」1042号（2005年 2月 5日）青木重孝氏のインタビュー記事。
（13） 日本医療労働組合声明、2004年 9月 28日、日本医療労働組合中央執行委員井上久氏のインタビュー「BUSINESS Labor 
Trend」（2004年 12月）
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